
Ⅰ 地域主権の確立
・地方が自由に使える財源を増やし、自治体が地方のニーズ
に適切に応えられるようにするため、地方交付税を増額 １７兆４，７７７億円
・地方交付税財源繰入 １７兆 ９４５億円
・地方特例交付金財源繰入 ３，８３２億円

・地方分権改革の着実な推進 ５６億円
・地域力の創造・地方の再生 １０億円

２０１０年 新春 年頭のごあいさつ

聴施設のデジタル化改修の加速、
受信相談・受信者支援体制の一
層の強化などを図ります。残さ
れた月日は少なく解消すべき難
視等は多数ありますが、九州管
内のどの地区でもどのご家庭で
も必ず地デジが視聴できるよう、
全力でラストスパートしていき
ます。

次に、ブロードバンドゼロ地域や携帯電話不感地域
の解消、ＩＣＴ利活用の促進については、第１次補正
予算のＩＣＴ交付金等を活用して、関係自治体のＦＴ
ＴＨや基地局の整備事業、ユビキタスタウン推進事業
を支援していきますが、対象地域の広さ、規模の大き
さから、今年はこの分野にとって大きな飛躍の年にな
るものと期待しています。

この他、無線局電子申請の普及促進、地域での研究
開発やコンテンツ制作・流通の促進を図るとともに、
誰でも安心・安全に暮らせる社会の実現に向けて、情
報セキュリティ対策、非常災害時の通信手段の確保、
不法無線局の取締り強化等を引き続き推進して参りま
す。

本年も九州各地域の活性化と発展に向けて、関係自
治体・産業界等と連携しながら、情報通信行政を推進
していきたいと考えておりますので、皆様の一層のご
支援・ご協力を賜りますようお願い申し上げます。

ユビキタス九州をめざして～広げる地デジ、活かすブロードバンド
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～2011年７月２４日にアナログテレビ放送は終了～

九州総合通信局長 野津 正明

新年明けましておめでとうございます。
皆様には、平素から情報通信行政に対し格別のご理解

とご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。
総務省では、ユビキタスネット社会の実現に向け、地

上デジタルテレビ放送への移行、ブロードバンド環境の
整備や携帯電話のエリア拡大によるデジタル・ディバイ
ドの解消、ＩＣＴ利活用の推進等の施策を推進していま
す。九州総合通信局におきましても、『ユビキタス九
州』を目標に、各地域の特性を踏まえながらこれらの施
策に重点的に取り組んで参ります。

２０１１年７月のアナログ放送停波まで、残すところ
１９ヶ月となり、今年は地デジ普及にとって正念場とな
る年です。九州のデジタルテレビ中継局の整備は順調に
進んでおり放送エリアの世帯カバー率は昨年末で９５％
に達しておりますが、一方受信機の普及率は６６％（昨
年９月末）で、全国平均を３％下回っています。第１次
補正予算での地デジテレビのエコポイントの追い風を逃
さず受信機の普及に結びつくよう、関係者と連携して受
信者への周知広報の徹底を図ります。

また、アナログでは映るがデジタルにすると見えなく
なる「新たな難視」地区は、九州管内で６百超と全国の
１／５を占め、さらに増加が見込まれますが、当局の総
力を挙げて、同地区の辺地共聴施設新設等、難視解消の
支援に努めて参ります。

この他、各県のデジサポ、自治体、放送事業者、関係
団体と連携し、既存の辺地・受信障害・集合住宅の各共

【お問合せ先】総務部財務課 TEL096-326-7842

平成２２年度総務省所管一般会計予算（案）の概要

平成２２年度予定額
１８兆５，９３６億円

Ⅱ ＩＣＴによる新たな経済成長
・地上デジタル放送への円滑な移行 ２５０億円
・ＩＣＴ産業の国際競争力の強化 ８９億円
・ＩＣＴ利活用を促進する取組の強化 ２５４億円
・世界をリードする研究開発の推進 ４６６億円

Ⅲ 国民の生命・健康・生活を守る行政の推進
・消防防災体制の整備促進及び救急救命体制の充実 １０７億円
・郵政事業の抜本的な見直し ４億円
・年金記録への信頼回復 １２６億円

Ⅳ 行政改革の推進
・独立行政法人・公益法人を含めた
行政全般の減量・効率化 １億円
・政策評価の徹底等による行政
運営の透明化 ９億円
・公務員制度改革の着実な推進 ２億円
・電子政府・電子自治体の推進 ３２億円

Ⅴ その他
・受給者の生活を支える恩給の支給 ６，７８３億円
・我が国の座標軸となる国勢調査の実施等 ８５３億円
・参議院議員通常選挙等関係経費 ４８７億円
・政党交付金 ３１９億円
・基地交付金及び調整交付金 ３３５億円
・国民投票制度準備等関係経費 ２１億円

※計数はそれぞれ四捨五入しているため、合計は一致しません。



～2011年７月２４日にアナログテレビ放送は終了～

デジタル放送推進のための行動計画（第１０次）を策定

地上デジタル推進全国会議では、１２月１日、２０１１年７月２４日のアナログ放送終了、デジタル完全移行

まで、残り６００日という限られた期間の中で、関係者が実施すべき事項とそのスケジュールを「デジタル放送

推進のための行動計画（第１０次）」として策定しました。

１１月２８日、１０時２１分、宇宙航空研究開発機構（ＪＡＸＡ）の種子島宇宙センターから、

情報収集衛星（ＩＧＳ）光学３号機を搭載したＨ－ⅡＡロケット１６号機が打上げられました。

九州総合通信局では、同衛星の打上げに関連した重要無線通信に対する混信、妨害等の事案の発

生に迅速に対応するため、１１月19日に重要無線通信妨害対策実施本部を設置して、それ以降特別

電波監視を実施してきました。

情報収集衛星は平成１５年に打上げられて以来、これまでに４回打上げられており、その際も当

局では特別電波監視を行ってきました。今回においても、全体の指揮を執るため、九州総合通信局

がある熊本にＤＥＵＲＡＳ（センサー局）による遠隔監視を行うセンターチームを配置するととも

に、現地・種子島にも移動監視チームを派遣して電波監視体制の強化を図りました。

今回の特別電波監視では、混信妨害等の発生もなく無事に任務を終了することができましたが、

情報収集衛星は今後も打上げが予定されており、九州総合通信局では同様の特別電波監視体制をと

る予定としています。

【情報収集衛星】
我が国の安全

の確保、大規模
災害への対応そ
の他の内閣の重
要政策に関する
画像情報の収集
を目的とする人
工衛星

情報収集衛星打上げに伴う特別電波監視を実施

【第１０次行動計画の詳細】
http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/02ryutsu09_000051.html

総務省では、この第１０次行動計画を踏まえて、放送事業者、メーカー、地方公共団体、その他関係者を先導
して、地上デジタル放送の推進に取り組み、送信側及び受信側の各課題等に適切に対応するための施策を積極的
に推進していくこととしています。

（参考）
「地上デジタル推進全国会議」と
は、地上デジタル放送の関係者が
一体となり、地上デジタル放送を
積極的かつ強力に推進することを
目的として、国、放送事業者、
メーカー、地方公共団体、販売店、
消費者団体等の幅広い分野のトッ
プリーダーにより構成されている
任意団体。

【お問合せ先】電波監理部監視課 TEL096-368-7695

【お問合せ先】放送部放送課 TEL096-326-7882

【打ち上げ直後の様子】

【打ち上げ前のロケット発射台】 【現地での電波監視の様子】

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/02ryutsu09_000051.html�


九州総合通信局は、１２月１５日、九州情報通信連携推進

協議会（ＫＩＡＩ）及び社団法人九州テレコム振興センター

との共催で、佐賀市において「九州ＪＧＮ2plusシンポジウ

ムinさが～ユビキタスネット社会とクラウド・コンピューテ

ィング～」を開催しました。

シンポジウムでは、

まず、中央大学教授

の大橋正和氏による

「クラウドがもたら

す社会変革～A Walk

in the Clouds～」

と題し、クラウドと

はどういうものかと

いうことから将来展

望までわかりやすく

講演いただきました。続いて、総務省自治行政局地域力創造

グループ課長補佐の西潟暢央氏から、佐賀県をはじめ６都府

県６６市町村が取り組んでいる総務省の「自治体クラウド開

発実証」事業の紹介やその必要性について講演。その後、九

州で実際に自治体クラウドに取り組んでいる佐賀県、大分県

及び宮崎県によるトークセッションを実施し、各県のクラウ

ドへの考え方や取組状況についてそれぞれ紹介されました。

最後に「クラウドは地域に何をもたらすか」をテーマに、

最新のクラウドの技術開発やサービスの展開状況を踏まえ、

今後地域としてクラウドにどう取り組んでいったらよいかに

ついて、九州工業大学大学院教授の尾家祐二氏をコーディネ

ータとして民間研究機関やＩＣＴ事業者など４名のパネリス

トによるパネル討論が行われました。

シンポジウムには行政関係者や地域のＩＣＴ関連事業者な

ど、定員を上回る１３０名が聴講しました。

九州総合通信局は、１２月３日13時から、福岡市アク

ロス福岡において地域におけるＩＣＴ利活用の先進的な事

例を紹介する「ＩＣＴセミナー」を開催しました。

このセミナーは、総務省が委託事業として実施している

「地域ＩＣＴ利活用モデル構築事業」で得られた成果を広

く一般に公表することにより、ＩＣＴを活用した地域固有

の課題解決の取り組みを推進し、より一層の地域振興に寄

与することを目的に開催したものです。

同セミナーでは、熊本県の「くまもと安心移動ナビ・プ

ロジェクトについて」（地域振興部情報企画課参事増永博

和氏）、奄美市の「奄美の健康な暮らしに根差したビジネ

スモデル構築事業について」（産業振興部産業情報政策課

主事豊勇樹氏）及び大野城市の「官民連携・協働による福

祉の『新しい公共（ＩＣＴ利活用）』構築事業について」

（企画政策部自治経営課主査森永希代美氏）について事例

の紹介を中心とした講演が行われました。

また、会場ではそれぞれのデモシステムやパネルが展示

されました。

自治体関係

やＩＣＴ関係

企業など、

１６０人を超

える参加者が

あり、各講演

や展示などの

説明に熱心に

聞き入ってい

ました。

【お問合せ先】情報通信部情報通信連携推進課 TEL096-326-7314

【お問合せ先】電波監理部電波利用環境課 TEL096-368-8683

「九州ＪＧＮ2plusシンポジウムinさが」を開催アクロス福岡で「ＩＣＴセミナー」を開催

総務省 九州総合通信局「Ｐａｌｅｔｔｅ」編集委員会
〒860-8795 熊本市二の丸１番４号 TEL 096-326-7810 FAX 096-356-3523  URL http://www.soumu.go.jp/soutsu/kyushu/

電波の安全性に関する説明会を開催

九州総合通信局は、１２月９日、霧島市において「電波の安全性に関する説明会」を
開催しました。

本説明会は、電波の安全基準や最近の研究成果などについて、行政及び医学の分野の
専門家から解説してもらい、電波の性質や安全性について正しい理解を深めてもらうた
めに開催したものです。

最初に、九州総合通信局電波監理部の神林部長が「安心して電波を利用するために」
と題して講演し、電波利用の拡大と電波の安全性、さらには電波防護指針の概要等につ
いて説明を行いました。続いて、厚生労働省国立保健医療科学院快適性評価室長の牛山
氏が「電波の安全性とリスクマネージメント」と題して、電波防護指針の値以下の電波

では認められる健康影響は現在
のところ存在しないことや、リ
スクコミュニケーションにより
電波のリスクと他のリスクの相
対的な大きさを理解することが
重要である、との講演を行いま
した。

本説明会には、霧島市の住民
の方や電気通信事業者の方など
約８０名が参加し、熱心に聴講
していました。

【お問合せ先】情報通信部情報通信振興課 TEL096-326-7825

【熱心に講演される牛山氏】

【説明会の様子】

【自治体関係者によるトークセッションの模様】

【ＩＣＴセミナーの様子】

http://www.soumu.go.jp/soutsu/kyushu/�
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